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第一部【企業情報】

　

第１【企業の概況】

 
１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第72期(2020年度)

第２四半期
連結累計期間

第73期(2021年度)
第２四半期
連結累計期間

第72期(2020年度)

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年９月30日

自　2021年１月１日
至　2021年６月30日

自　2020年４月１日
至　2020年12月31日

売上収益
(百万円)

271,336 320,179
429,238

(第２四半期連結会計期間) (144,840) (160,573)

税引前四半期(当期)利益
(△は損失) (百万円)

4,192 11,818
14,821

(第２四半期連結会計期間) (7,331) (△2,930)

親会社株主に帰属する
四半期(当期)利益(△は損失) (百万円)

2,062 6,726
7,321

(第２四半期連結会計期間) (5,419) (△4,055)

親会社株主に帰属する
四半期(当期)包括利益 (百万円)

3,731 20,326
14,585

(第２四半期連結会計期間) (4,910) (△2,242)

親会社株主持分 (百万円) 426,499 428,277 408,047

総資産額 (百万円) 685,381 691,219 670,204

基本的１株当たり四半期
(当期)利益(△は損失) (円)

257,750,000.00 840,750,000.00
915,125,000.00

(第２四半期連結会計期間) (677,375,000.00) (△506,875,000.00)

希薄化後１株当たり四半期
(当期)利益

(円) － － －

親会社株主持分比率 (％) 62.2 62.0 60.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 21,676 37,038 56,386

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △23,018 △16,512 △32,373

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △14,737 △15,172 △52,464

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 75,898 68,748 64,327
 

(注) １．当社は、国際財務報告基準に基づいて連結財務諸表を作成している。

２．当社は、要約四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

していない。

３．「売上収益」には、消費税及び地方消費税は含まれていない。

４．「希薄化後１株当たり四半期(当期)利益」については、潜在株式が存在しないため記載していない。

５．2020年６月23日付けで普通株式26,027,000株を１株に株式併合したため、過去数値との比較を容易にする目

的で、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、基本的１株当たり四半期(当期)利益(△

は損失)を算定している。

６．2020年度より、決算日を３月31日から12月31日に変更している。これに伴い、2020年度は2020年４月１日か

ら2020年12月31日までの９ヵ月間となっている。また、前第２四半期連結累計期間は2020年４月１日から

2020年９月30日まで、当第２四半期連結累計期間は2021年１月１日から2021年６月30日までとなっている。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はない。な

お、主要な関係会社における異動は、以下のとおりである。

（先端部品・システムセグメント）

 当社は、2021年１月４日付けで、Minaris Regenerative Medicine株式会社を設立し、同社は当社の連結子会社と

なった。
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第２【事業の状況】

　

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

　

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　前連結会計年度は、決算期の変更により、2020年４月１日から同年12月31日までの９ヵ月となっている。これによ

り、当第２四半期連結累計期間(2021年１月１日から同年６月30日)は、前第２四半期連結累計期間(2020年４月１日か

ら同年９月30日)と対象期間が異なるため、当第２四半期連結累計期間の売上収益、営業利益、税引前四半期利益、親

会社株主に帰属する四半期利益、セグメントの売上収益、セグメント損益及びキャッシュ・フローについては、前第

２四半期連結累計期間との比較は行っていない。主要製品の売上推移については、前年同一期間(2020年１月１日から

同年６月30日)と比較した。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間の当社グループの業績について、売上収益は、旺盛な半導体需要や自動車生産台数の

回復などを背景に、半導体回路平坦化用研磨材料等の電子材料、銅張積層板等の配線板材料及び樹脂成形品等のモ

ビリティ部材が好調に推移し、3,202億円となった。利益については、売上収益が好調に推移したことで、営業利益

は81億円、税引前四半期利益は118億円、親会社株主に帰属する四半期利益は67億円となった。

　　①　機能材料セグメント

 電子材料

半導体用エポキシ封止材、半導体用ダイボンディング材料、半導体回路平坦化用研磨材料は、旺盛な半導体

需要を背景に、前年同一期間実績を上回った。

ディスプレイ用回路接続フィルムは、スマートフォン向けの売上が増加したことにより、前年同一期間実績

を上回った。

　　　配線板材料

銅張積層板は、通信分野向け半導体の需要増を背景に、前年同一期間実績を上回った。

感光性フィルムは、スマートフォン向けの売上が増加したことにより、前年同一期間実績を上回った。

この結果、当セグメントの売上収益は1,361億円、セグメント損益は232億円となった。

　　②　先端部品・システムセグメント

　　　モビリティ部材

樹脂成形品、摩擦材、粉末冶金製品は、自動車生産の回復により、前年同一期間実績を大幅に上回った。

リチウムイオン電池用カーボン負極材は、環境対応自動車向けの売上が増加したことにより、前年同一期間

実績を上回った。

　　　蓄電デバイス・システム

車両用電池は、補修用途の売上が増加したことにより、前年同一期間実績を上回った。

産業用電池・システムは、フォークリフト向け電池の売上が増加したものの、国内でのICTインフラ向け電池

の売上が減少したことにより、前年同一期間実績並みとなった。

　　　ライフサイエンス関連製品

診断薬・装置は、脂質異常症や糖尿病、アレルギー疾患の診断薬需要が増加したことにより、前年同一期間

実績を上回った。

再生医療等製品の製法開発・受託製造サービスは、受注件数の増加により、前年同一期間実績を上回った。

この結果、当セグメントの売上収益は1,841億円、セグメント損益は△149億円となった。

　

 (2) 財政状態の状況

　　①　資産

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末から210億円増加し、6,912億円となった。

　流動資産は、棚卸資産の増加等により、前連結会計年度末から414億円増加した。

　非流動資産は、有形固定資産の減少等により、前連結会計年度末から204億円減少した。

　　②　負債

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末から２億円増加し、2,540億円となった。

　流動負債は、買入債務の増加等により、前連結会計年度末から161億円増加した。

　非流動負債は、社債及び借入金の減少等により、前連結会計年度末から159億円減少した。
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　　③　資本

当第２四半期連結会計期間末の資本合計は、四半期利益を計上したこと等により利益剰余金が増加したため、

前連結会計年度末から208億円増加し、4,372億円となった。

 
 (3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から44億円増加し、687億円と

なった。

　　①　営業活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費及び償却費233億円、減

損損失170億円等により、370億円の収入となった。

　　②　投資活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出141

億円等により、165億円の支出となった。

　　③　財務活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少額60億円、非支

配持分株主からの子会社持分取得による支出53億円等により、152億円の支出となった。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

 
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費は145億円である。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 
３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約等は以下のとおりである。

 
　(1) 新設分割及び株式譲渡

当社は、2021年５月７日開催の取締役会において、当社が営む食品包装用ラップフィルムの製造及び販売に係る

事業並びにこれに付随関連する事業（以下、食品包装用ラップフィルム事業）を新設分割により設立する株式会社

キッチニスタ（以下、キッチニスタ）に承継させた後、当社が保有するキッチニスタの株式の全てを信越ポリマー

株式会社（以下、信越ポリマー）に譲渡することを決議し、同年５月12日付けで株式譲渡契約を締結した。

 
　　①　新設分割及び株式譲渡の目的

持続的な成長を実現するための最適な経営資源の配分や事業ポートフォリオの再編等に取り組む中で、食品包

装用ラップフィルム事業についてあらゆる選択肢を慎重に検討した結果、同じくポリ塩化ビニル樹脂製フィルム

を主要部材とした食品包装用ラップフィルム事業を行っている信越ポリマーのもとで事業拡大を図ることが最適

との結論に至り、食品包装用ラップフィルム事業を譲渡することを決定した。

 
　　②　新設分割の概要

　 　　イ．新設分割の方法

　　　当社を分割会社とし、キッチニスタを承継会社とする新設分割である。

 
　 　　ロ．新設分割の効力発生日

　　　2021年８月２日

 
 　　　 ハ．新設分割に係る割当ての内容及び算定根拠

キッチニスタは普通株式100株を発行し、その全てを当社に割り当てる。発行株式の全てが当社に割り当て

られることから、交付する普通株式の数については任意に定めることができるものと考え、当社は、キッチ

ニスタによる管理の効率性を考慮した結果、上記の株式数が相当であると判断した。
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　ニ．承継する資産、負債の項目及び金額(2020年９月30日現在)

資産(百万円) 負債(百万円)

流動資産 1,286 流動負債 792

固定資産 1,890 固定負債 370

合計 3,176 合計 1,162
 

 
　ホ．新設分割後の組織の状況

 承継会社

商号 株式会社キッチニスタ

本店所在地 茨城県筑西市森添島1245番地

代表者の役職・氏名 取締役　菅野 裕晃

事業内容 食品包装用ラップフィルムの製造及び販売

資本金 ４億円
 

 
　　③　株式譲渡の概要

　　　　イ．内容

　　　当社が保有するキッチニスタの全株式を信越ポリマーに譲渡する。

 
　　ロ．株式譲渡完了日

　　　2021年８月２日

 
　(2) 吸収分割及び株式譲渡

当社は、2021年６月２日開催の取締役会において、当社グループが営むプリント配線板事業（以下、プリント配

線板事業）をポラリス・キャピタル・グループ株式会社（以下、ポラリス・キャピタル・グループ）が設立した

PTCJ-Sホールディングス株式会社に譲渡することを決議し、同日、株式譲渡契約を締結した。当社は、2021年９月

１日付けで、当社のプリント配線板事業を当社が新たに設立したSDMC分割準備株式会社に承継させ、その効力発生

後同日付けで同社の株式の全てをPTCJ-Sホールディングス株式会社に譲渡することを予定している。

 
　　①　吸収分割及び株式譲渡の目的

持続的な成長を実現するための最適な経営資源の配分や事業ポートフォリオの再編等に取り組む中で、プリン

ト配線板事業について慎重に検討し、その保有する技術力やお客さまとの強固な関係性などの強みを最大限活用

できるよう、豊富な投資実績と投資先企業の企業価値向上を実現してきた経験のあるポラリス・キャピタル・グ

ループのもとで事業拡大を図ることが最適との結論に至り、プリント配線板事業を譲渡することを決定した。

 
　　②　吸収分割の概要

　イ．吸収分割の方法

　　　当社を分割会社とし、SDMC分割準備株式会社を承継会社とする吸収分割である。

 
　ロ．吸収分割の効力発生日

　　　2021年９月１日(予定)

 
 ハ．吸収分割に係る割当ての内容及び算定根拠

SDMC分割準備株式会社は、吸収分割に際して、当社に対しSDMC分割準備株式会社の株式その他金銭等の交

付を行わないが、SDMC分割準備株式会社は当社の完全子会社であることから相当であると判断した。

 
　ニ．承継する資産、負債の項目及び金額(2020年９月30日現在)

資産(百万円) 負債(百万円)

流動資産 2,792 流動負債 1,208

固定資産 8,449 固定負債 233

合計 11,241 合計 1,441
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　ホ．吸収分割後の組織の状況

 承継会社

商号 SDMC分割準備株式会社

本店所在地 東京都千代田区丸の内一丁目９番２号

代表者の役職・氏名 取締役社長　月足 高

事業内容 プリント配線板の製造及び販売並びに当該

事業を営むグループ会社の支配及び管理

資本金 １円
 

 
　　③　株式譲渡の概要

　イ．内容

　　　当社が保有するSDMC分割準備株式会社の全株式をPTCJ-Sホールディングス株式会社に譲渡する。

 
　ロ．株式譲渡完了日

　　　2021年９月１日(予定)
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第３【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32

計 32
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8 8 該当事項なし

普通株式は全て譲渡制限株式
であり、株式を譲渡するに
は、取締役会の承認を要す
る。なお、当社は単元株制度
を採用していない。

計 8 8 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

― 8 ― 15,454,363 ― 32,861,522
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(5) 【大株主の状況】

2021年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

HCホールディングス(株) 東京都港区芝大門一丁目13番９号 8 100.00

計 － 8 100.00
 

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2021年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 8
 

8 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 8 ― ―

総株主の議決権 ― 8 ―
 

 

② 【自己株式等】

　　　 該当事項なし

 
２【役員の状況】

該当事項なし
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下、IAS第34号)に準拠して作成してい

る。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(自　2021年４月１日　至　

2021年６月30日)及び第２四半期連結累計期間(自　2021年１月１日　至　2021年６月30日)に係る要約四半期連結財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。

 
３．決算期変更について

　当社は、前連結会計年度より、決算日を３月31日から12月31日に変更している。これに伴い、前第２四半期連結累

計期間は2020年４月１日から2020年９月30日まで、当第２四半期連結累計期間は2021年１月１日から2021年６月30日

までとなっている。
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１【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

項目 注記
前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部    

流動資産    

現金及び現金同等物  64,327 68,748

売上債権  124,914 121,258

棚卸資産  75,944 84,838

その他の金融資産 10 28,649 29,892

その他の流動資産  6,476 7,739

小計  300,310 312,475

売却目的で保有する資産 12，13 － 29,218

流動資産合計  300,310 341,693

    
非流動資産    
有形固定資産  244,472 231,778

無形資産  73,499 61,337

退職給付に係る資産  20,971 21,415

繰延税金資産  10,468 11,617

持分法で会計処理されている投資  7,209 10,349

その他の金融資産 10 8,644 9,314

その他の非流動資産  4,631 3,716

非流動資産合計  369,894 349,526

資産合計  670,204 691,219

    
負債の部    
流動負債    
買入債務  74,449 84,432

社債及び借入金 10 27,215 32,654

未払費用  19,634 19,612

未払法人所得税  3,698 7,097

リース負債  4,680 4,101

その他の金融負債 10 30,784 17,065

その他の流動負債  3,981 6,382

小計  164,441 171,343

売却目的で保有する資産に直接関連する負債 12，13 － 9,211

流動負債合計  164,441 180,554

    
非流動負債    
社債及び借入金 10 45,413 34,579

退職給付に係る負債  17,693 16,661

引当金  1,789 1,474

リース負債  16,402 14,499

その他の金融負債 10 26 27

その他の非流動負債  8,027 6,198

非流動負債合計  89,350 73,438

負債合計  253,791 253,992
    

資本の部    
資本金  15,454 15,454

資本剰余金  14,737 14,737

利益剰余金  367,662 374,388

その他の包括利益累計額  10,194 23,698

親会社株主持分合計  408,047 428,277

非支配持分  8,366 8,950

資本合計  416,413 437,227

負債及び資本合計  670,204 691,219
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(2) 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

項目 注記
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
至　2021年６月30日)

売上収益 ５ 271,336 320,179

売上原価  △207,484 △234,641

売上総利益  63,852 85,538

販売費及び一般管理費  △53,549 △56,564

その他の収益  1,371 2,060

その他の費用 ７，８ △9,209 △22,923

営業利益  2,465 8,111

金融収益  558 1,629

金融費用  △1,166 △588

持分法による投資利益  2,335 2,666

税引前四半期利益  4,192 11,818

法人所得税費用  △2,426 △4,371

四半期利益  1,766 7,447

    

四半期利益の帰属    

親会社株主持分  2,062 6,726

非支配持分  △296 721

    

親会社株主に帰属する１株当たり四半期利益(円)    

基本的１株当たり四半期利益 ９ 257,750,000.00 840,750,000.00

希薄化後１株当たり四半期利益  － －
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【第２四半期連結会計期間】

(単位：百万円)

項目 注記
前第２四半期連結会計期間
(自　2020年７月１日
至　2020年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年６月30日)

売上収益  144,840 160,573

売上原価  △109,775 △118,038

売上総利益  35,065 42,535

販売費及び一般管理費  △27,230 △28,963

その他の収益  665 1,150

その他の費用  △1,712 △19,164

営業利益(△は損失)  6,788 △4,442

金融収益  406 381

金融費用  △969 △321

持分法による投資利益  1,106 1,452

税引前四半期利益(△は損失)  7,331 △2,930

法人所得税費用  △1,732 △902

四半期利益(△は損失)  5,599 △3,832

    

四半期利益（△損失）の帰属    

親会社株主持分  5,419 △4,055

非支配持分  180 223

    

親会社株主に帰属する１株当たり四半期利益(円)    

基本的１株当たり四半期利益(△は損失) ９ 677,375,000.00 △506,875,000.00

希薄化後１株当たり四半期利益  － －
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

項目  
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
至　2021年６月30日)

四半期利益  1,766 7,447

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

FVTOCIの金融資産の公正価値の純変動額  690 △46

確定給付制度の再測定  － △38

合計  690 △84

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  1,128 13,025

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の
純変動額

 113 276

持分法によるその他の包括利益  △206 465

合計  1,035 13,766

その他の包括利益合計  1,725 13,682

四半期包括利益  3,491 21,129

    

四半期包括利益の帰属    

親会社株主持分  3,731 20,326

非支配持分  △240 803
 

 

【第２四半期連結会計期間】

(単位：百万円)

項目  
前第２四半期連結会計期間
(自　2020年７月１日
至　2020年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年６月30日)

四半期利益(△は損失)  5,599 △3,832

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

FVTOCIの金融資産の公正価値の純変動額  △431 6

確定給付制度の再測定  － －

合計  △431 6

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  △151 1,296

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の
純変動額

 △24 299

持分法によるその他の包括利益  △143 6

合計  △318 1,601

その他の包括利益合計  △749 1,607

四半期包括利益  4,850 △2,225

    

四半期包括利益の帰属    

親会社株主持分  4,910 △2,242

非支配持分  △60 17
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年９月30日)

(単位：百万円)

項目 注記

親会社株主持分

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の包括利益累計額

FVTOCIの
金融資産

確定給付制度の

再測定

期首残高  15,454 14,914 △273 388,554 2,073 7,085

四半期利益     2,062   

その他の包括利益      690  

四半期包括利益合計  － － － 2,062 690 －

配当金        

自己株式の取得    △17    

自己株式の消却   △0 273 △273   

非支配持分の取得   △859     

その他の包括利益累計額から
利益剰余金への振替     2,052 △2,086 34

その他の増減        

所有者との取引額等合計  － △859 256 1,779 △2,086 34

四半期末残高  15,454 14,055 △17 392,395 677 7,119
 
 

 

項目 注記

親会社株主持分

非支配持分 資本合計
その他の包括利益累計額

合計在外営業活動体

の換算差額

キャッシュ・

フロー・ヘッジ
合計

期首残高  △4,022 △353 4,783 423,432 9,182 432,614

四半期利益     2,062 △296 1,766

その他の包括利益  866 113 1,669 1,669 56 1,725

四半期包括利益合計  866 113 1,669 3,731 △240 3,491

配当金     － △28 △28

自己株式の取得     △17  △17

自己株式の消却     －  －

非支配持分の取得     △859 △1,126 △1,985

その他の包括利益累計額から
利益剰余金への振替    △2,052 －  －

その他の増減   212 212 212  212

所有者との取引額等合計  － 212 △1,840 △664 △1,154 △1,818

四半期末残高  △3,156 △28 4,612 426,499 7,788 434,287
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当第２四半期連結累計期間(自　2021年１月１日　至　2021年６月30日)

(単位：百万円)

項目 注記

親会社株主持分

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の包括利益累計額

FVTOCIの
金融資産

確定給付制度の

再測定

期首残高  15,454 14,737 － 367,662 655 10,820

四半期利益     6,726   

その他の包括利益      △46 △41

四半期包括利益合計  － － － 6,726 △46 △41

配当金        

自己株式の取得        

自己株式の消却        

非支配持分の取得        

その他の包括利益累計額から
利益剰余金への振替        

その他の増減        

所有者との取引額等合計  － － － － － －

四半期末残高  15,454 14,737 － 374,388 609 10,779
 
 

 

項目 注記

親会社株主持分

非支配持分 資本合計
その他の包括利益累計額

合計在外営業活動体

の換算差額

キャッシュ・

フロー・ヘッジ
合計

期首残高  △1,355 74 10,194 408,047 8,366 416,413

四半期利益     6,726 721 7,447

その他の包括利益  13,411 276 13,600 13,600 82 13,682

四半期包括利益合計  13,411 276 13,600 20,326 803 21,129

配当金     － △28 △28

自己株式の取得     －  －

自己株式の消却     －  －

非支配持分の取得     － △191 △191

その他の包括利益累計額から
利益剰余金への振替     －  －

その他の増減   △96 △96 △96  △96

所有者との取引額等合計  － △96 △96 △96 △219 △315

四半期末残高  12,056 254 23,698 428,277 8,950 437,227
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

項目 注記
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
至　2021年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

四半期利益  1,766 7,447

減価償却費及び償却費  21,910 23,343

法人所得税費用  2,426 4,371

減損損失  2,298 16,977

受取利息及び受取配当金  △304 △455

支払利息  705 594

持分法による投資損益(△は益)  △2,335 △2,666

売上債権の増減額(△は増加)  6,023 1,151

未収入金の増減額(△は増加)  1,048 678

棚卸資産の増減額(△は増加)  3,335 △12,052

買入債務の増減額(△は減少)  △8,193 10,812

退職給付に係る資産及び負債の増減額  △310 △246

その他  △4,593 △8,504

小計  23,776 41,450

利息及び配当金の受取額  422 469

利息の支払額  △717 △512

法人所得税の支払額又は還付額(△は支払)  △1,805 △4,369

営業活動によるキャッシュ・フロー  21,676 37,038

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △22,407 △14,108

有形固定資産の売却による収入  91 342

有価証券等の売却及び償還による収入  8,017 158

子会社の売却による収入  515 －

有価証券の取得による支出  △579 △318

短期貸付金の純増減額（△は増加）  △6,771 △1,802

その他  △1,884 △784

投資活動によるキャッシュ・フロー  △23,018 △16,512

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額(△は減少)  △1,120 △6,043

長期借入れによる収入  869 －

長期借入金の返済による支出  △10,033 △1,131

リース負債の返済による支出  △2,423 △2,677

非支配持分株主からの子会社持分取得による支出  △1,985 △5,293

非支配持分株主への配当金の支払額  △28 △28

その他  △17 －

財務活動によるキャッシュ・フロー  △14,737 △15,172

現金及び現金同等物に係る換算差額  404 5,048

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  △15,675 10,402

現金及び現金同等物の期首残高  91,573 64,327

売却目的で保有する資産への振替に伴う現金及び現金
同等物の増減

 － △5,981

現金及び現金同等物の期末残高  75,898 68,748
 

EDINET提出書類

昭和電工マテリアルズ株式会社(E01013)

四半期報告書

17/32



【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

昭和電工マテリアルズ株式会社(以下、当社)は日本国に所在する株式会社である。

当社の登記している本社及び主要な事業所の住所はホームページ(URL https://www.mc.showadenko.com)で開示して

いる。

　当社及び子会社(以下、当社グループ)の要約四半期連結財務諸表は2021年６月30日を期末日とし、当社グループ並

びにその関連会社及び共同支配企業に対する持分により構成されている。当社グループは、機能材料及び先端部品・

システムの製造・販売・サービスを主たる事業としている。

 
２．作成の基礎

(1) 準拠する会計基準

当社は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第１条の２

に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たしていることから、同第93条の規定により、IAS第34号に準拠

して要約四半期連結財務諸表を作成している。要約四半期連結財務諸表には年次連結財務諸表で要求されている情

報の全ては含まれておらず、利用に際しては前連結会計年度の連結財務諸表と併せて参照されることが望まれる。

 また、当要約四半期連結財務諸表は、2021年８月11日に代表取締役丸山寿により承認されている。

 
(2) 見積り及び判断の利用

当社は、要約四半期連結財務諸表の作成に当たり、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす会計方針

の適用、判断、見積り及び仮定の設定を行っている。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しており、その見積りの変更による影響は、見積りを変更した会

計期間及びその影響を受ける将来の会計期間において認識される。また、実際の業績はこれらの見積りとは異なる

場合がある。

　当要約四半期連結財務諸表上で認識する金額に重要な影響を与える会計上の判断、見積り及び仮定に関する状況

は、原則として前連結会計年度の連結財務諸表と同様である。

 
(3) 連結決算日の変更

　当社は、前連結会計年度より決算日を３月31日から12月31日に変更している。これに伴い、前第２四半期連結累

計期間は2020年４月１日から2020年９月30日まで、当第２四半期連結累計期間は2021年１月１日から2021年６月30

日までとなっている。

 
３．重要な会計方針

当要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度の連結財務諸表において適用した

会計方針と同一である。なお、当第２四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率に基づき算定

している。
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４．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定及び業績評価のために定期的に検討を行う対象としているものである。

当社グループは、注力事業領域に対応した組織体制の下で事業活動を展開し、報告セグメントとしては、情報通

信関連分野を中心とした「機能材料」と、モビリティ、エネルギー及びライフサイエンス関連分野を中心とした

「先端部品・システム」の２つに分類している。「機能材料」事業では、電子材料、配線板材料、電子部品等の製

造・販売を行っており、「先端部品・システム」事業では、モビリティ部材、蓄電デバイス・システム、ライフサ

イエンス関連製品等の製造・販売・サービスを行っている。

各セグメントに属する主要製品・サービスは、以下のとおりである。

 
セグメント 主要製品・サービス

機能材料

電子材料

　 半導体用エポキシ封止材、半導体用ダイボンディング材料、

　 半導体回路平坦化用研磨材料、ディスプレイ用回路接続フィルム

 
配線板材料

　 銅張積層板、感光性フィルム

 
電子部品

  配線板

先端部品・システム

モビリティ部材

　 樹脂成形品、摩擦材、粉末冶金製品、

　 リチウムイオン電池用カーボン負極材、電気絶縁用ワニス、機能性樹脂

 
蓄電デバイス・システム

　 車両用電池、産業用電池・システム

 
 ライフサイエンス関連製品

　 診断薬・装置、再生医療等製品の製法開発・受託製造サービス
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 (2) 報告セグメントの売上収益及び損益の金額に関する情報

前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年９月30日)

　  (単位：百万円)

項目

報告セグメント
調整額
（注）

合計
機能材料

先端部品・
システム

計

売上収益 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上収益 123,215 148,121 271,336 － 271,336

　セグメント間の売上収益 578 914 1,492 △1,492 －

合計 123,793 149,035 272,828 △1,492 271,336

セグメント損益 16,846 △14,453 2,393 72 2,465

金融収益 － － － － 558

金融費用 － － － － △1,166

持分法による投資損益 － － － － 2,335

税引前四半期利益 － － － － 4,192
 

(注) セグメント損益の調整額は、セグメント間取引消去額である。

 
当第２四半期連結累計期間(自　2021年１月１日　至　2021年６月30日)

　  (単位：百万円)

項目

報告セグメント
調整額
（注）

合計
機能材料

先端部品・
システム

計

売上収益 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上収益 136,123 184,056 320,179 － 320,179

　セグメント間の売上収益 782 1,041 1,823 △1,823 －

合計 136,905 185,097 322,002 △1,823 320,179

セグメント損益 23,168 △14,942 8,226 △115 8,111

金融収益 － － － － 1,629

金融費用 － － － － △588

持分法による投資損益 － － － － 2,666

税引前四半期利益 － － － － 11,818
 

(注) セグメント損益の調整額は、セグメント間取引消去額である。
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５．売上収益

　(1) 収益の分解

　当社グループの売上収益は、主に顧客との契約から認識された収益であり、当社グループの報告セグメントを主

要な製品別に分解した場合の内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

項目

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日

 至　2020年９月30日)

(自　2021年１月１日

 至　2021年６月30日)

機能材料セグメント  　

　電子材料 46,423 53,134

　配線板材料 40,661 46,534

　電子部品 17,904 19,780

　その他 18,227 16,675

　小計 123,215 136,123

先端部品・システムセグメント   

　モビリティ部材 68,414 96,769

　蓄電デバイス・システム 65,894 73,210

　ライフサイエンス関連製品 12,516 12,979

　その他 1,297 1,098

　小計 148,121 184,056

合計 271,336 320,179
 

　(注)グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示している。

 
６．配当金

前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年９月30日)

(1) 配当金支払額

該当事項なし

 

(2) 基準日が当該第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当該第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項なし

 
当第２四半期連結累計期間(自　2021年１月１日　至　2021年６月30日)

(1) 配当金支払額

該当事項なし

 
(2) 基準日が当該第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当該第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項なし
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７．事業構造改善費用

当第２四半期連結累計期間(自　2021年１月１日　至　2021年６月30日)

希望退職・再就職支援の実施に伴い、特別早期退職加算金及び再就職支援費用2,698百万円を要約四半期連結損益

計算書上の「その他の費用」に計上している。

 
８．減損損失

前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年９月30日)

先端部品・システムセグメントの粉末冶金事業において、新型コロナウイルスの感染拡大の影響が想定以上に長

期化したことにより、事業計画で想定していた将来キャッシュ・フローを見込めなくなったため、機械装置等の事

業用資産及びのれんの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として要約四半期連結損益計算

書上の「その他の費用」に計上している。減損損失として計上した金額は、機械装置等の事業用資産927百万円、の

れん1,367百万円である。なお、回収可能価額は使用価値により算定しており、使用価値は将来キャッシュ・フロー

を税引前の加重平均資本コスト6.6％で現在価値に割り引いて算定している。

 
当第２四半期連結累計期間(自　2021年１月１日　至　2021年６月30日)

先端部品・システムセグメントのモビリティ部材事業において、事業環境の変化に応じて事業計画を見直した結

果、前連結会計年度末時点の事業計画で想定していた将来キャッシュ・フローを見込めなくなったため、事業用資

産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として要約四半期連結損益計算書上の「その他の

費用」に計上している。減損損失として計上した金額は、有形固定資産3,611百万円、無形資産4,364百万円であ

る。なお、回収可能価額は使用価値により算定しており、使用価値は将来キャッシュ・フローを税引前の加重平均

資本コスト6.7％で現在価値に割り引いて算定している。

 
先端部品・システムセグメントの蓄電デバイス・システム事業において、売却予定事業に係る資産について、売

却予定価額が帳簿価額を下回ることから、無形資産及びのれんの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として要約四半期連結損益計算書上の「その他の費用」に計上している。減損損失として計上した金額

は、無形資産3,690百万円、のれん5,312百万円である。なお、回収可能価額は売却予定価額に基づく処分コスト控

除後の公正価値により算定している。公正価値はレベル３に分類しており、主要な仮定は当該事業に係る売却予定

価額である。
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９．１株当たり四半期利益

１株当たり四半期利益及びその算定上の基礎は以下のとおりである。

　項目
前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
 至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
 至　2021年６月30日)

親会社株主に帰属する四半期利益 （百万円） 2,062 6,726

発行済普通株式の期中平均株式数 （株） ８ ８

基本的１株当たり四半期利益 （円） 257,750,000.00 840,750,000.00
 

(注)１ 希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２ 2020年６月23日付けで普通株式26,027,000株を１株に株式併合したため、過去数値との比較を容易にする目的

で、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、基本的１株当たり四半期利益を算定してい

る。

 

　項目
前第２四半期連結会計期間

(自　2020年７月１日
 至　2020年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　2021年４月１日
 至　2021年６月30日)

親会社株主に帰属する四半期利益(△は損失) （百万円） 5,419 △4,055

発行済普通株式の期中平均株式数 （株） ８ ８

基本的１株当たり四半期利益(△は損失) （円） 677,375,000.00 △506,875,000.00
 

(注)１ 希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２ 2020年６月23日付けで普通株式26,027,000株を１株に株式併合したため、過去数値との比較を容易にする目的

で、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、基本的１株当たり四半期利益(△は損失)を算

定している。

EDINET提出書類

昭和電工マテリアルズ株式会社(E01013)

四半期報告書

23/32



 

10．金融商品の公正価値

(1) 帳簿価額及び公正価値

主な金融商品の帳簿価額及び公正価値は以下のとおりである。

(単位：百万円)

項目　

前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定する金融負債 　 　 　 　

　社債及び借入金 72,628 73,104 67,233 67,467
 

 

(2) 公正価値の測定方法

公正価値の測定は当社の評価方針及び手続に従って行われており、金融商品の個々の資産性質、特徴並びにリス

クを最も適切に反映できる評価モデルを決定している。また、担当部署は公正価値の変動に影響を与え得る重要な

指標の推移を継続的に検証している。

短期間で決済される社債及び借入金の公正価値は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっている。

　決済までの期間が長期の借入金のうち変動金利のものはその金利が短期間で市場金利を反映すること、また、当

社グループの信用状態に大きな変動が生じていないことから、その公正価値は帳簿価額と近似していると考えられ

るため当該帳簿価額によっている。一方、固定金利のものは元利金の合計額を期末時点で新たに同様の借入を行っ

たと仮定した場合に想定される利率で割り引いた現在価値を公正価値としている。

　決済までの期間が長期の社債の公正価値については取引先金融機関から入手した評価価額によっている。

上記以外の金融資産及び金融負債の公正価値は概ね帳簿価額と近似している。

　

(3) 公正価値のレベル別分類

公正価値のヒエラルキーは、その測定に使用する指標の観察可能性が高い順に以下の３つのレベルに区分してい

る。

　

レベル１

同一の資産又は負債の活発な市場における相場価格により測定した公正価値

レベル２

レベル１以外の直接的又は間接的に観察可能な指標を使用して測定した公正価値

レベル３

観察可能でない指標を使用して測定した公正価値

　

公正価値の測定に複数の指標を使用している場合には、その測定において重要な指標のうち、最も観察可能性が

低いものに基づいて公正価値のレベルを決定している。公正価値のレベル間の振替は、各四半期の期首時点で発生

したものとして認識している。

 
上場株式についてはその株価により公正価値を測定しており、公正価値レベル１に分類している。

　非上場株式については割引将来キャッシュ・フローに基づく評価技法及び純資産価値に基づく評価技法等を用い

て公正価値を測定しており、公正価値レベル３に分類している。

　債券については取引先金融機関から提出された評価価額により公正価値を測定しており、公正価値レベル３に分

類している。

　社債及び借入金については公正価値レベル２に分類している。

　デリバティブ取引については取引先金融機関から提出された評価価額により公正価値を測定しており、FVTPLの金

融資産又はFVTPLの金融負債として公正価値レベル２に分類している。
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経常的に公正価値により測定する金融商品は以下のとおりである。

　

前連結会計年度末(2020年12月31日)

    　(単位：百万円)

項目 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産 　 　 　 　

　その他の金融資産 　 　 　 　

　 デリバティブ － 235 － 235

　　有価証券等 259 208 4,977 5,444

負債 　 　 　 　

　その他の金融負債 　 　 　 　

　　デリバティブ － 201 － 201
 

　

当第２四半期連結会計期間(2021年６月30日)

    (単位：百万円)

項目 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産 　 　 　 　

　その他の金融資産 　 　 　 　

　　デリバティブ － 330 － 330

　　有価証券等 226 202 5,752 6,180

負債 　 　 　 　

　その他の金融負債 　 　 　 　

　　デリバティブ － 242 － 242
 

　

前連結会計年度及び当第２四半期連結会計期間において、公正価値レベル１とレベル２の間の重要な振替は行わ

れていない。

　

公正価値レベル３に分類される経常的に公正価値により測定する金融商品の増減は以下のとおりである。

　

前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年９月30日)

   (単位：百万円)

項目　 FVTPLの金融資産 FVTOCIの金融資産 合計

期首残高 1,689 2,558 4,247

純損益 250 － 250

その他の包括利益 － 227 227

購入 354 － 354

売却又は償還 △18 △119 △137

その他 1 △1 －

四半期末残高 2,276 2,665 4,941
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当第２四半期連結累計期間(自　2021年１月１日　至　2021年６月30日)

   (単位：百万円)

項目　 FVTPLの金融資産 FVTOCIの金融資産 合計

期首残高 2,317 2,660 4,977

純損益 666 － 666

その他の包括利益 － △32 △32

購入 175 － 175

売却又は償還 △19 － △19

その他 △16 1 △15

四半期末残高 3,123 2,629 5,752
 

　

上記の金融資産に係る純損益は要約四半期連結損益計算書の「金融収益」及び「金融費用」に含まれており、そ

の他の包括利益は要約四半期連結包括利益計算書の「FVTOCIの金融資産の公正価値の純変動額」に含まれている。

 
11．偶発事象

(米国等における独占禁止法違反の民事訴訟)

当社及び一部の子会社において、米国等でアルミ電解コンデンサ等の取引に関する独占禁止法違反を理由とする損

害賠償を求める民事訴訟が提起されている。これらの影響額は未確定である。

 
(欧州におけるバッテリー不具合の民事訴訟)

欧州の子会社において、日産自動車株式会社の英国及び欧州の子会社からバッテリーの不具合を理由とする損害賠

償を求める民事訴訟が提起されている。これらの影響額は未確定である。

 
(重要な債務保証及び担保提供)

当社及び当社の国内完全子会社は、当社の親会社であるHCホールディングス株式会社の借入債務を連帯保証し、か

つ、当該借入債務を被担保債務として一定の資産の担保提供を行っている。当第２四半期連結会計期間末における連

帯債務残高は390,400百万円であり、関係会社貸付金48,770百万円、子会社株式8,368百万円、短期貸付金9,600百万円

等の担保提供を行っている。当該債務保証及び担保提供は、HCホールディングス株式会社の契約不履行がある場合に

行使されるが、発生の可能性が高くなく、かつ金額を合理的に見積ることができないため、要約四半期連結財政状態

計算書において引当金は計上していない。なお、当該関係会社貸付金及び子会社株式は連結上相殺消去されており、

要約四半期連結財政状態計算書において計上されていない。

 
12．後発事象

(食品包装用ラップフィルム事業の譲渡)

当社は、2021年５月７日開催の取締役会において、当社が営む食品包装用ラップフィルムの製造及び販売に係る事

業並びにこれに付随関連する事業(以下、食品包装用ラップフィルム事業)を信越ポリマー株式会社(以下、信越ポリ

マー)に譲渡することを決議し、2021年５月12日に株式譲渡契約を締結した。また、2021年８月２日付けで、食品包装

用ラップフィルム事業を新設分割により設立する株式会社キッチニスタ(以下、キッチニスタ)に承継させ、同日付け

でキッチニスタの株式の全てを信越ポリマーに譲渡した。

 当社は、持続的な成長を実現するための最適な経営資源の配分や事業ポートフォリオの再編等を検討した結果、食

品包装用ラップフィルム事業は譲渡先の信越ポリマーのもとで事業拡大を図ることが最適との結論に至った。当第２

四半期連結会計期間末の食品包装用ラップフィルム事業の資産及び負債については、「売却目的で保有する資産」に

2,939百万円、「売却目的で保有する資産に直接関連する負債」に393百万円計上している。当該取引が連結業績へ与

える影響は軽微である。
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(蓄電デバイス・システム事業の譲渡)

当社は、2021年７月８日開催の取締役会において、完全子会社として新たに設立される蓄電デバイス分割準備株式

会社（以下、日本新会社）に対して、(i)当社が埼玉事業所及び名張事業所において行っている蓄電デバイス・システ

ム事業(以下、蓄電デバイス・システム事業)を吸収分割(以下、本会社分割)の方法で承継させた上で、(ii)当該日本

新会社の全株式に加え、当社が直接的若しくは間接的に保有する、エナジーシステムサービスジャパン株式会社、希

世比能源科技股份有限公司、Siam Magi Co., Ltd.、Thai Energy Storage Technology Public Company Limited、

Thai Nonferrous Metal Co., Ltd.、3K Products Company Limited、及びPower Plas Company Limitedの全株式を、

株式会社アドバンテッジパートナーズがサービスを提供するファンドを筆頭株主とするサステナブル・バッテリー・

ホールディングス株式会社が運営するサステナブル・バッテリー・ソリューションズ株式会社（以下、SBS社）に譲渡

すること（以下、本株式譲渡といい、本会社分割とあわせて本取引と総称する。）を決議し、同日付けで株式譲渡契

約を締結した。

 
(1) 取引の目的

 当社は、昭和電工グループとして、長期ビジョンに基づき、持続的成長の実現に向けた最適な経営資源の配分及び

事業ポートフォリオマネジメントを検討する中で、当社グループが行う蓄電デバイス・システム事業の在り方につい

ても、あらゆる選択肢を慎重に検討した。その結果、蓄電デバイス・システム事業に関連する再生エネルギーや自動

車業界等の専門的な知見及び経営資源を有し又はこれらへのアクセスを有する事業パートナーのもとで事業拡大を図

ることが、蓄電デバイス・システム事業の取引先、最終消費者及び従業員を含むステークホルダーにとって最適であ

り、また、その場合の具体的な事業パートナーとしては、SBS社が最良であると判断し、同社との間で本取引を推進す

ることを決定した。

 

(2) 本会社分割を含む本取引の日程

本株式譲渡契約（本取引に係る株式譲渡契約）締結日 2021年７月８日

日本新会社設立日 2021年７月21日

本会社分割契約締結日 2021年９月（予定）

本会社分割契約承認株主総会開催日（当社及び日本新会社） 2021年10月（予定）

本会社分割効力発生日 2021年12月１日（予定）

本株式譲渡実行日 2021年12月１日（予定）
 

（注）本取引については、SBS社における国内外の競争法その他の法令等に基づき必要なクリアランス・許認可

等の取得等を条件として実施する予定である。

 
(3) 分割する部門の事業内容

蓄電デバイスの製造及び販売並びにこれらに関するシステム・サービス事業

 
(4) 連結業績に与える影響

当該取引が翌期以降の連結業績に与える影響は軽微である。

 
13．追加情報

(新型コロナウイルスの感染拡大の影響に関する会計上の見積り及び判断)

　新型コロナウイルスの感染拡大による影響に関する仮定は、前連結会計年度の有価証券報告書の「32．追加情報　

(新型コロナウイルスの感染拡大の影響に関する会計上の見積り及び判断)」に記載した内容から重要な変更はない。
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(プリント配線板事業の譲渡)

当社は、2021年６月２日開催の取締役会において、当社並びに連結子会社である昭和電工マテリアルズ・エレクト

ロニクス株式会社（以下、SDME）、株式会社山岸エーアイシー（以下、YGA）及びShowa Denko Materials

(Singapore) Pte. Ltd.（以下、SDMS）のプリント配線板事業（以下、プリント配線板事業）をポラリス・キャピタ

ル・グループ株式会社が設立したPTCJ-Sホールディングス株式会社に譲渡することを決議し、同日付けで株式譲渡契

約を締結した。

当社は、その100％子会社として株式会社を２社設立し、2021年９月１日付け(予定)で、会社分割の方法により、当

社のプリント配線板事業（当社が保有するYGA株式及びSDMS株式を含む。）及びSDMEのプリント配線板事業（SDMEが保

有するYGA株式を含む。）を各社に承継させる（以下、当社のプリント配線板事業を承継する株式会社を新会社、SDME

のプリント配線板事業を承継する株式会社を新会社（SDME））。当社は、当該会社分割の効力発生後、同日付けで、

新会社（注）の株式の全てをPTCJ-Sホールディングス株式会社に譲渡することを予定している。

（注）プリント配線板事業に係る会社分割によって当社の保有する新会社（SDME）の全株式が新会社に承継される

ため、新会社は新会社（SDME）の全株式を保有することとなる。

なお、当第２四半期連結会計期間末の当社及びSDME、YGA、SDMSにおける譲渡対象資産及び負債については、要約四

半期連結財政状態計算書上の「売却目的で保有する資産」に26,279百万円、「売却目的で保有する資産に直接関連す

る負債」に8,818百万円計上している。当該取引の連結業績に与える影響として売却益を見込んでいる。
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２ 【その他】

該当事項なし
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

2021年８月11日

昭和電工マテリアルズ株式会社

取締役会 御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

 
 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 尾   﨑   隆   之 ㊞
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   樫   山      豪 ㊞
 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭和電工マテリ

アルズ株式会社の2021年１月１日から2021年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年４月１日

から2021年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年６月30日まで）に係る要約四半期

連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算

書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記につ

いて四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、昭和電工

マテリアルズ株式会社及び連結子会社の2021年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期

間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人
の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる
証拠を入手したと判断している。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。　

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務諸

表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、
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四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人

の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じてい

る場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
　

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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